
2022年９月期 第３四半期決算短信〔日本基準〕(連結)
2022年８月12日

上 場 会 社 名 ＣＲＧホールディングス株式会社 上場取引所 東

コ ー ド 番 号 7041 URL https://www.crgh.co.jp

代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名) 古澤 孝

問合せ先責任者 (役職名) 常務取締役管理本部長 (氏名) 小田 康浩 (TEL) 03-6302-0834

四半期報告書提出予定日 2022年８月12日 配当支払開始予定日 －

四半期決算補足説明資料作成の有無 ：無

四半期決算説明会開催の有無 ：無

　

(百万円未満切捨て)

１．2022年９月期第３四半期の連結業績（2021年10月１日～2022年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年９月期第３四半期 16,162 13.0 425 82.0 408 22.2 272 12.8

2021年９月期第３四半期 14,299 △8.5 233 △26.0 334 6.4 241 35.9
(注) 包括利益 2022年９月期第３四半期 272百万円( 12.8％) 2021年９月期第３四半期 241百万円( 35.9％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年９月期第３四半期 49.67 49.16

2021年９月期第３四半期 44.08 43.50
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年９月期第３四半期 5,932 3,055 51.5

2021年９月期 5,144 2,781 54.1
(参考) 自己資本 2022年９月期第３四半期 3,054百万円 2021年９月期 2,780百万円
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年９月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2022年９月期 － 0.00 －

2022年９月期(予想) 0.00 0.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

　

３．2022年９月期の連結業績予想（2021年10月１日～2022年９月30日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 21,100 8.3 450 19.5 455 △4.1 290 △5.8 52.96
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 -社（社名） 、除外 -社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年９月期３Ｑ 5,483,250株 2021年９月期 5,477,000株

② 期末自己株式数 2022年９月期３Ｑ 126株 2021年９月期 126株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年９月期３Ｑ 5,481,948株 2021年９月期３Ｑ 5,474,806株

　
　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的で
あると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。
また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項については、添付資料Ｐ．３「１．当四半期決算に関する定性的
情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第３四半期連結累計期間における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行、及び経済活動の

抑制に伴う影響を受け、景況感は依然として厳しい状況にありますが、各種政策の効果とそれを踏まえた社会経済活

動の段階的な再開もあり、徐々に持ち直しの動きが見られました。一方、同感染症の再拡大に伴う経済の下振れリス

クや、ウクライナ情勢等による不透明感の中、原材料価格の上昇や金融資本市場の変動など、国内外経済の不確実性

は極めて高く、景気の先行きが見通しにくい状況が続いております。

　当社グループが属する人材サービス業界におきましては、2022年６月の有効求人倍率（季節調整値）は1.27倍、完

全失業率は2.6％となり、緊急事態宣言の解除に伴う段階的な事業再開に伴い、人材需要は徐々に回復傾向にて推移し

ました。

このような市場環境のもと、当社グループにおきましては、「人のチカラとIT」の融合を事業方針として掲げ、主

力の人材派遣紹介事業における継続的な労働力の提供に加え、業務効率化の支援を行うことを目的に、人材派遣紹介

事業にて培ったナレッジを活かした採用支援・BPOなどの各種代行事業や、AI・RPA（注１）・OCR（注２）を活用した

ITソリューション事業を行っており、人手不足という大きな課題を解決するためのトータルサポートを提供してまい

りました。また、近年、潜在労働力として期待されているシニア、女性、グローバル人材の活用や、障がいをお持ち

の方の雇用機会の創出や処遇の確保にも注力してまいりました。

　当第３四半期連結会計期間におきましては、株式会社キャスティングロードにて、経済活動の再開から今後の国内

旅行の事業再開やインバウンド需要が回復することを見据えた新規施策である「リゾートワーク事業」を開始いたし

ました。人手不足が深刻な地域への人材供給により観光業復興・地域創生を支援してまいります。また、東京・千葉

エリアの新規顧客獲得をより一層強化していくことを目的に秋葉原支店を開設しました。加えて、HR Techをはじめと

した各種 ITソリューションサービスを一層推進していくことを目的に、AI・OCR＋RPAソリューションを提供するシス

テムソリューション事業部、及びITエンジニア派遣サービスを展開する株式会社CRドットアイの移転を行いました。

継続して、事業シナジーの最大化を図ってまいります。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は16,162百万円（前年同期比13.0％増）、営業利益は425百

万円（前年同期比82.0％増）、経常利益は408百万円（前年同期比22.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

272百万円（前年同期比12.8％増）となりました。

なお、当社グループは、人材派遣紹介関連事業を主な事業としており、他のセグメントの重要性が乏しいため、セ

グメント別の記載を省略しております。

(注) １．Robotic Process Automationの略。主にパソコンで作業している定型化された業務を、ロボットにより自動

化する取り組みのこと。

２．Optical Character Recognition/Readerの略。手書きや印刷された文字を、イメージスキャナやデジタルカ

メラによって読みとり、コンピュータが利用できるデジタルの文字コードに変換する技術のこと。

（２）財政状態に関する説明

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は5,932百万円となり、前連結会計年度末に比べ788百万円増加い

たしました。これは主に、流動資産その他が37百万円、無形固定資産が20百万円減少したものの、投資有価証券

が557百万円、現金及び預金が168百万円、受取手形及び売掛金が119百万円増加したこと等によるものであります

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債は2,877百万円となり、前連結会計年度末に比べ514百万円増加いた

しました。これは主に、1年内返済予定の長期借入金及び長期借入金が純額で97百万円、賞与引当金が32百万円減

少したものの、短期借入金が450百万円、流動負債その他が107百万円、未払費用が91百万円増加したこと等によ

るものであります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産は3,055百万円となり、前連結会計年度末に比べ273百万円増加い

たしました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が272百万円増加したこと

によるものであります。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　今後の経済環境におきましては、引き続き、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、経済や各種政策の動向、景

気の先行きに対する不確実性は継続しています。

　現時点において、人材需要は回復傾向にあり、中長期的には構造的な人手不足は継続していくことを想定しており

ますが、同感染症の再拡大などにより、顧客企業の採用計画の見直しや中止、自社採用での人材需要の充足など、当

社グループの主力事業である人材派遣紹介事業を取り巻く環境は見通しにくい状況にあります。

　産業構造の変化と働き方改革の急進という事業環境の変化を受け、人材派遣紹介事業におきましては、経営基盤の

強化に加え、既存顧客に対する提供サービスのシェア拡大を図るとともに、当該事業にて培ったノウハウを活かした

アウトソーシング化の推進や、新規事業の創出に注力してまいります。また、同感染症拡大に伴い、顧客企業内にお

けるDXの促進というニーズを捉え、RPAやOCRによる業務効率化サービスの提供に努め、売上基盤の拡大に尽力してま

いります。

　2022年９月期の連結業績予想としましては、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う人材需要の減少が、2022年９

月期末にかけて回復していくことを前提に、顧客需要の緩やかな回復に伴う人材派遣紹介事業の増収、事業環境の変

化を機会と捉えた各種新規サービスの収益化を見込んでおります。2022年９月期第３四半期累計期間においては、コ

ールセンター、物流倉庫内作業、イベント関連の人材需要が多く寄せられたことに加え、障がい者雇用サービスの収

益化により第３四半期業績予想を大きく上回り着地しましたが、上記外部環境の不確実性が高いことから、通期連結

業績予想につきましては、売上高は21,100百万円、営業利益は450百万円、経常利益は455百万円、親会社株主に帰属

する当期純利益は290百万円と据え置くこととします。

＜新型コロナウイルス感染症の影響について＞

新型コロナウイルス感染症による影響につきましては、収束時期等を正確に予測することは困難な状況であります

が、当社グループでは、現在の状況及び入手可能な情報等に基づき、当連結会計年度末にかけて徐々に売上高が当該

感染症拡大前の水準に回復するものと仮定して、連結業績予想を作成しております。なお、新型コロナウイルス感染

症による影響は不確定要素が多く、今後の当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　



ＣＲＧホールディングス株式会社(7041) 2022年９月期 第３四半期決算短信

4

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,998,787 2,167,401

受取手形及び売掛金 2,275,758 2,395,317

その他 138,449 101,072

貸倒引当金 △5,221 △5,501

流動資産合計 4,407,773 4,658,289

固定資産

有形固定資産 155,794 179,796

無形固定資産 110,335 89,982

投資その他の資産

投資有価証券 200,714 757,926

その他 278,357 250,786

貸倒引当金 △8,520 △4,171

投資その他の資産合計 470,550 1,004,540

固定資産合計 736,680 1,274,319

資産合計 5,144,454 5,932,608

負債の部

流動負債

買掛金 54,478 54,895

短期借入金 250,000 700,000

1年内返済予定の長期借入金 117,184 28,474

未払法人税等 58,747 53,521

未払費用 1,237,362 1,328,616

賞与引当金 90,933 58,541

その他 533,819 640,997

流動負債合計 2,342,525 2,865,045

固定負債

長期借入金 9,552 984

その他 10,861 11,095

固定負債合計 20,413 12,079

負債合計 2,362,939 2,877,125

純資産の部

株主資本

資本金 441,240 442,146

資本剰余金 670,457 671,364

利益剰余金 1,669,086 1,941,387

自己株式 △111 △111

株主資本合計 2,780,673 3,054,787

非支配株主持分 841 696

純資産合計 2,781,515 3,055,483

負債純資産合計 5,144,454 5,932,608
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年10月１日
　至 2021年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 14,299,175 16,162,775

売上原価 11,591,698 13,097,209

売上総利益 2,707,476 3,065,566

販売費及び一般管理費 2,473,718 2,640,059

営業利益 233,757 425,507

営業外収益

受取利息及び配当金 10 9

有価証券利息 － 2,093

助成金収入 104,489 7,034

その他 806 432

営業外収益合計 105,306 9,569

営業外費用

支払利息 2,549 3,149

シンジケートローン手数料 － 22,394

事務所移転費用 1,830 1,027

その他 602 228

営業外費用合計 4,981 26,799

経常利益 334,081 408,277

税金等調整前四半期純利益 334,081 408,277

法人税、住民税及び事業税 69,555 96,593

法人税等調整額 23,226 39,528

法人税等合計 92,781 136,121

四半期純利益 241,299 272,156

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △23 △145

親会社株主に帰属する四半期純利益 241,323 272,301
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年10月１日
　至 2021年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益 241,299 272,156

四半期包括利益 241,299 272,156

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 241,323 272,301

非支配株主に係る四半期包括利益 △23 △145
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

１．収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。収益認識

会計基準等の適用により、有料職業紹介売上における早期退職返金条項につき、返金されると見込まれるサー

ビスの対価に関し、従来は重要な返金が見込まれる場合には費用計上しておりましたが、変動対価に関する定

めに従って、販売時に収益を認識せず返金負債を計上する方法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方

法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号

2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約

から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

　収益認識会計基準等の適用が四半期連結財務諸表に及ぼす影響は軽微であります。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に

与える影響は軽微であります。

　


